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「健康保険被扶養者資格」の「健康保険被扶養者資格」の「健康保険被扶養者資格」の「健康保険被扶養者資格」の    

再確認について再確認について再確認について再確認について    

 

◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？    

協会けんぽホームページによれば、被扶養者

の範囲は次の通りとされています。 

１．被保険者の直系尊属、配偶者（事実上婚姻

関係と同様の人を含む）、子、孫、弟妹で、主

として被保険者に生計を維持されている人  

２．被保険者と同一の世帯で主として被保険者

の収入により生計を維持されている次の（１）

～（３）の人  

（１）被保険者の三親等以内の親族（１．に該当

する人を除く） 

（２）被保険者の配偶者で、戸籍上婚姻の届出

はしていないが事実上婚姻関係と同様の人

の父母および子 

（３）（２）の配偶者が亡くなった後における父母

および子 

 

◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点    

ところが、上記の要件を満たさない者を被扶

養者として申告してしまっていることにより、結果

として本来保険給付を受けるべきでない人が保

険給付を受けてしまい、被保険者の保険料負担

増の一因となってしまっていることがあります。 

具体的には、生計維持関係のない両親等を

被扶養者に含めていたり、共働き夫婦の夫と妻

の両方が子どもを被扶養者として申告していた

りする等です。 

中には、社会保険の被扶養者要件と税法上

の被扶養者要件とが違っている点がわからずに

誤った申告をしてしまっているケースもあります

ので、注意が必要です。 

 

◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について    

協会けんぽでは、５月末から７月末までの間、

被扶養者資格の再確認を実施しており、今年度

も５月末から順次、被扶養者のリストが事業主

宛てに送られてきます。 

再確認の対象となるのは、被扶養者のうち、

「2013 年４月１日において 18 歳未満の被扶養

者」と「2013 年４月１日以降に被扶養者認定を

受けた被扶養者」を除く人です。 

リストが送られてきたら（１）該当被扶養者が

現在も健康保険の被扶養者の条件を満たして

いるか確認のうえ、被扶養者状況リスト（２枚目

は事業主控）に必要事項を記入し、事業主印を

押し、（２）確認の結果、削除となる被扶養者に

ついては、同封の被扶養者調書兼異動届を記

入し、該当被扶養者の被保険者証を添付し、

（３）（１）および（２）を同封の返信用封筒にて提

出します。 

すると、協会けんぽで確認のうえ年金事務所

へ回送され、年金事務所で扶養者調書兼異動

届の内容審査および削除処理が行われ、被扶

養者（異動）届の「控」が事業主宛てに送られて

くることとなります。 
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全国初！自治体が中小企業向け全国初！自治体が中小企業向け全国初！自治体が中小企業向け全国初！自治体が中小企業向け    

パワハラ対策マニュアルを作成パワハラ対策マニュアルを作成パワハラ対策マニュアルを作成パワハラ対策マニュアルを作成    

 

◆神奈川県がマニュアルを作成◆神奈川県がマニュアルを作成◆神奈川県がマニュアルを作成◆神奈川県がマニュアルを作成    

職場のパワーハラスメント（パワハラ）問題へ

の関心が高まる中、神奈川県では、昨年 11 月

に知事メッセージ「ハラスメントのない職場づくり

を神奈川から」を発信するなど、取組みを強化し

ています。 

その一環として、県内の事業所におけるパワ

ハラ対策の取組み状況等に関する実態調査を

行い、その結果を踏まえた「中小企業向けパワ

ハラ対策マニュアル」を全国で初めて作成しまし

た。また、労働者のための啓発リーフレットも併

せて作成しています。 

このマニュアルを企業に提供するなど、パワ

ハラ撲滅に向けた取組みの一層の強化を図って

いくとのことです。 

 

◆パワハラの実態調査の概要◆パワハラの実態調査の概要◆パワハラの実態調査の概要◆パワハラの実態調査の概要    

同県では、平成 24 年７月から９月にかけて県

内 1,500 事業所を対象にアンケート調査を行い、

県内事業所の実態を明らかにしました。以下が

主な調査結果です。 

・過去１年以内にパワハラの相談・苦情があっ

た中小企業事業所は約３割（28.6％）。 

・中小企業事業所の８割以上（84.5％）がパワ

ハラ対策を経営上重要と認識しているが、３

割以上（35.7％）が何も取り組んでいない。 

・取組内容は、「会議や朝礼での注意喚起」が

トップ（28.2％）で、「相談窓口の設置」は約２

割（21.0％）、「研修・講習会の実施」は１割台

（13.9％）。 

 

◆マニュアルの概要◆マニュアルの概要◆マニュアルの概要◆マニュアルの概要        

マニュアルには、パワハラの定義、企業の責

任、取組実態、予防策などについて書かれてお

り、次のような特徴があります 

・厚生労働省、神奈川県経営者協会、連合神

奈川などからのメッセージを紹介し、パワハラ

は労使を挙げて取り組むべき問題であるとい

う姿勢を示す。 

・中小企業で活用できるよう、企業に求められ

る取組みをわかりやすく具体的に解説すると

ともに、企業や事業所の実情に応じたステッ

プバイステップの取組方法を解説。 

・実態調査を踏まえ、社員研修の実施方法や

相談窓口の開設、運営について丁寧に解説。 

・パワハラ対策の趣旨やポイントをまとめた小

冊子「ダイジェスト版」の作成。 

 

◆その他の対応◆その他の対応◆その他の対応◆その他の対応    

かながわ労働センターでは、パワハラを含め

た職場のトラブルについて直通電話で相談でき

る「労働相談１１０番」を開設するなどして、適切

に対応できる体制の整備をしているとのことで

す。 

 

 

高年齢者雇用に関連した高年齢者雇用に関連した高年齢者雇用に関連した高年齢者雇用に関連した    

助成金の変更内容助成金の変更内容助成金の変更内容助成金の変更内容    

    

◆法改正にあわせた変更◆法改正にあわせた変更◆法改正にあわせた変更◆法改正にあわせた変更    

改正高年齢者雇用安定法の施行にあわせて、

高年齢者雇用に関連した助成金の制度も変

わっています。まだ不確定な部分もありますので、

今後の動向に注目です。 

 

◆法改正を機に廃止された助成金◆法改正を機に廃止された助成金◆法改正を機に廃止された助成金◆法改正を機に廃止された助成金    

従来の「中小企業定年引上げ等奨励金」「高

年齢者職域拡大等助成金」は平成 25 年３月 31

日をもって終了となりました。 

なお、「中小企業定年引上げ等奨励金」につ

いては、平成 25 年３月 31 日までに、「65 歳以

上への定年引上げ」、「定年制の廃止」、「希望

者全員を対象とする 70 歳以上までの継続雇用

制度」などの導入を行った中小企業事業主につ

いては、支給の対象となります 

また、「高年齢者職域拡大等助成金」につい

ても、平成 25 年３月 31 日までに「職域拡大等計

画書」を申請した事業主については、支給の対

象となります。 

 

◆法改正後も引き続き支給される助成金◆法改正後も引き続き支給される助成金◆法改正後も引き続き支給される助成金◆法改正後も引き続き支給される助成金    

「特定求職者雇用開発助成金」は、新たにハ

ローワーク等の紹介により 60 歳以上 65 歳未満
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の者を継続して雇用する労働者として雇い入れ

た場合等に支給されるものですが、この助成金

については、引き続き存在しています。 

 

◆新設される予定の助成金◆新設される予定の助成金◆新設される予定の助成金◆新設される予定の助成金    

なお、「高年齢者労働移動受入企業助成金｣

（定年を控えた高年齢者で、その知識や経験を

活かすことができる他の企業への雇用を希望す

る者を、職業紹介事業者の紹介により失業を経

ることなく雇い入れた場合に支給）については、

新しい助成金に移行する予定であり、今後、厚

生労働省などから周知されるとのことです。 

 

 

5555 月の税務と労務の手続月の税務と労務の手続月の税務と労務の手続月の税務と労務の手続    

［提出先・納付先］［提出先・納付先］［提出先・納付先］［提出先・納付先］    

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞ 

［労働基準監督署］  

31 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日

＞［公共職業安定所］ 

    

    

    

    

編集後記編集後記編集後記編集後記    

皆さん、おはようございます。社会保険労務士

法人 D・プロデュースの田中です。 

 

新しい年度のスタート 4 月から、あっという間

に 5 月になりました。何か新しい出会いなどはあ

りましたか？ 

 

去年地元のタウン誌に、ある高校の福祉科の

女子生徒が手話の全国大会で優勝した、という

記事をよみました。彼女は中学生の時、スー

パーでレジ係の人が耳の不自由な方とやりとり

しているのをみて福祉の道を目指したそうです。 

 

先日、鎌倉のお茶屋さんで隣にいた初老の男

性が、娘の持っていた参考書に興味を持ち、声

をかけてきました。その方は大学受験生を教え

ることになり、高校生の娘と最近の高校生のこと

や参考書・勉強の仕方、進路について少し話を

し、娘を励ましてくださいました。その日から娘の

勉強に対する姿勢が良い方向に変わった気がし

ます。多分その方との話の中で、何かが心に響

いたのだと思っています。どんな些細なことが人

の心を動かすか分からないものだと思いました。 

 

春は出会いの季節と言いますが、進学や入社

など大きな環境の変化がないと、出会いの機会

も少ないと思っていましたが、出会いってそれだ

けではないんだ、と感じました。お店のレジの人

や受付の人、たまたま隣に居合わせた人、これ

も出会い。もしかしたら、私もだれかに影響を与

えたり、何かのきっかけとなることになる出会い

の人になるかもしれない、なれる人になりたいと

思ったりしました。 

 


